
平成２７年度 第６回印西市子ども・子育て会議 会議次第 

 

日時：平成２８年３月２２日（火） 

                             １３：３０から 

場所：印西市役所本庁舎別館１階 

農業委員会会議室 

 

１．開 会 

 

 

２．会長あいさつ 

 

 

３．協 議 等 

（１）子ども・子育て支援事業計画に係る平成２８年度における 

新規事業について                     【資料１】 

 

（２）そ の 他 

 

 

４．そ の 他 

 

  

５．閉 会 



H280322 平成 27 年度第６回子ども･子育て会議 

【資料１】 
 

 

子ども・子育て支援事業計画に係る平成２８年度における 

新規事業について 

 

 印西市の平成２８年度当初予算において、「印西市子ども･子育て支援事業計画」

に関連する新規事業は次のとおりです。 

 

 

 事業名 計画記載ページ 資料ページ 

１ 利用者支援事業 Ｐ１６ 別紙 

２ 養育支援訪問事業 Ｐ２１ Ｐ１ 

３ 子育て短期支援事業 Ｐ２２ Ｐ２・３ 

４ 実費徴収に係る補足給付を行う事業 Ｐ２９ Ｐ４ 

 



H280322平成27年度第６回子ども･子育て会議

【資料１】

≪印西市養育支援訪問事業運用イメージ≫

・子育て支援課（家庭相談室） 市内保健センター

・保育課（保育園） ・新生児訪問

・社会福祉課 ・乳幼児健診

・障がい福祉課 ・乳幼児健診未受診者

・子育て支援センター等

・公立幼稚園

中核機関となる【子育て支援課】へ情報提供していく

子育て支援課にて実務者会議及び進行管理 ※１／月～随時

会議を開催

・支援内容の決定

（支援期間、訪問者、内容等）

◎ 子育て支援サービス等による支援

　　　（拒否の場合）継続見守り ・一時保育

・ファミリーサポートセンター

支援対象者に対し訪問 ・子育てヘルプサービス

・支援内容の説明 ・保育園入所

（子育て支援課、ヘルパー等 ・子育て支援センター、児童館、つどいの広場等

　サービス提供者、担当保健師等） ・（仮）ショートステイ　　　　等

継続 終了
移 行

対象者のリストアップ

実務者会議及び進行管理会議を開催し、評価
を実
施（３～６カ月）

関係機関からの情報等により、養育支援の必要の可能性があると思われる家庭を把握し、支援
内容の検討

支援提供開始

通告

※既存の一般子育て支援サービス

の紹介だけでなく、訪問支援の必

要性があると考えられる場合 

※既存の一般子育て

支援サービスを紹介

することで対応できる



H280322平成27年度第６回子ども･子育て会議

【資料１】

印西市

2歳未満 2歳以上
生活保護法(昭和25年法律第144号)による被保
護世帯

0円 0円

市町村民税非課税世帯 1,100円 1,000円
その他の世帯 5,350円 2,750円

白井市

2歳未満 2歳以上
生活保護法(昭和25年法律第144号)による被保
護世帯 0円 0円

市町村民税非課税世帯 1,100円 1,000円
その他の世帯 5,350円 2,750円

八千代市

2歳未満 2歳以上
生活保護法(昭和25年法律第144号)による被保
護世帯

0円 0円

市町村民税非課税世帯 1,100円 1,000円
その他の世帯 5,350円 2,750円

習志野市

2歳未満 2歳以上
生活保生活保護法(昭和25年法律第144号)によ
る被保護世帯

0円 0円

市町村民税非課税世帯 1,100円 1,000円
その他の世帯 5,350円 2,750円

鎌ケ谷市

事業の種類 世帯 利用単位 額

市町村民税非課税世帯
児童１人１日あた
り

1,100円

２歳未満の児童１
人１日あたり

5,500円

２歳以上の児童１
人１日あたり

2,850円

利用者負担額

子育て短期支援事業　近隣市比較（利用者負担額）　　　　　

区分 利用料

短期入所生活援助事業
上記以外の世帯

区分

利用者負担額
(児童1人につき1日当たり)

区分
利用者負担額

(児童1人につき1日当たり)

備考
利用者の属する世帯が次の各号のいずれかに該当すると市長が認めたときの利用者負担額
は、市長が別に定める額とする。
(1)　失業、疾病等により著しく所得が減少したとき。
(2)　天災その他の不慮の災害等に被災したとき。
(3)　その他特別な理由があると市長が認めるとき。

区分
利用者負担額

区分
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【資料１】 

実費徴収に係る補足給付を行う事業 

 

１．事業概要 

  子ども･子育て支援法において規定された子ども･子育て支援事業の１つであり、

認可保育園等において、保育の提供を受ける際に発生する実費徴収（日用品・文房

具等の購入費用または行事に参加するための費用等）に対して、生活保護法による

被保護世帯等の低所得世帯を対象に補助を行うものです。 

  なお、補助金の負担割合については、国 1/3、県 1/3、市 1/3 となります。 

 

２．市における補助内容 

  当補助事業は、印西市では、平成２８年度より新規に行うものであり、認可保育

園または小規模保育事業において、実費徴収される教材費・行事費等に対して次の

とおり補助します。 

 

（１）補助額 

   月額２，５００円を補助 

（実費徴収額が２，５００円以下の場合は実費徴収額の実額） 

 

（２）補助方法 

    各施設に対して補助金を交付し、各施設は保護者から補助相当額を差し引い

た額を実費徴収する。 

 

                                       

 

（子ども・子育て支援法（抜粋）） 

第５９条 市町村は、内閣府令で定めるところにより、第６１条第１項に規定する市町村子ども・

子育て支援事業計画に従って、地域子ども・子育て支援事業として、次に掲げる事業を行うも

のとする。 

三 支給認定保護者のうち、当該支給認定保護者の属する世帯の所得の状況その他の事情を勘案

して市町村が定める基準に該当するもの（以下この号において「特定支給認定保護者」という。）

に係る支給認定子どもが特定教育・保育、特別利用保育、特別利用教育、特定地域型保育又は

特例保育（以下この号において「特定教育・保育等」という。）を受けた場合において、当該

特定支給認定保護者が支払うべき日用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入に要

する費用又は特定教育・保育等に係る行事への参加に要する費用その他これらに類する費用と

して市町村が定めるものの全部又は一部を助成する事業 
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